
　国際観光都市としての台東区には、様々な国々から外国人が訪れるが、そこには就労や留学を目的とし
て入国・在留する外国人も含まれている。在住外国人の方々が安心して、豊かに暮らせる環境づくりは欠か
せない。そのための日本語教室や多言語情報紙の発行、相談窓口の開設等は必要な取り組みであり、言
語、民族、文化、宗教等に対する正しい理解に向けた取り組みの一歩になっている。
　２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けて、多くの外国人が台東区に訪れること
が予想される。来訪者がＳＮＳ等により情報発信をした場合、一度に多くの国々へ伝わるメリットとデメリット
を有しており、台東区の評価が日本の評価にもなると考えられる。多様な言語、民族、文化、宗教等を正しく
理解し、共生していくための交流等の充実は欠くことができないと思われる。ＮＰＯなどボランタリーに取り組
んでいる団体や、在住外国人の人たちを雇用している事業者への支援の充実など、一層の取り組みが必
要である。
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Ⅳ-１．パートナーシップの促進

（１）多様な主体が尊重しあえる地域づくり
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主な取り組み

＊施策を構成する行政計画事業の進捗は、裏面「行政計画事業」を参照。

① 在住外国人支援の充実
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● 言語や文化、生活習慣などの違いを相互に理解・尊重しあい、だれもが地域の構成員として幸せに暮らせる多文化共生の
　　地域社会が形成されています。
● 区民が主体となった交流活動により、国内外のさまざまな都市・地域との交流が活性化しています。
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　在住外国人のための取り組みについては、平成２７年度より新たに多言語情報紙を作成し、２８年度には
発行回数を増やすことで情報提供を充実している。また、「外国人のための生活便利帳」の発行に加え、日
本語を教授する日本語教室による支援と、日本人向け講座内容の充実によりコミュニケーション意識の醸
成を図っている。今後は、外国人と日本人が生活習慣や文化などを理解しあえるよう、交流事業等の実施
に取り組み、お互いに住みやすい地域社会を形成する必要がある。
　国内都市との交流では、姉妹友好都市を含む全国２１の自治体が参加するふるさとＰＲフェスタを開催し、
幅広い交流を図るとともに、平成２９年４月に新たに３つの自治体と連携に関する協定を結ぶため調整を
行った。また、海外都市との交流では、ドイツ旅行代理店視察団を受入れ、区の魅力をプロモーションする
など、交流が順調に広がっている。

　Ａ　順調である

　Ｃ　課題がある

　Ｂ　一部課題がある
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